
 

 

 

 
 

 

★要役地の一部を取得する際の登記手続きがやりやすくなりました★ 

 

今回の不動産登記法の改正（平成１７年施行）により、要役地の分筆登記申請書に乙－２

の土地（官公署が取得する土地）について当該要役地地役権を消滅させることを証する地役

権者が作成した情報が提供された時は、地役権が消滅する土地（乙－２）については地役権

の登記は転写されることなく、他方の土地（乙－１）については、乙－２の要役地地役権が

消滅した旨の登記がなされることになりました。 

（不動産登記規則第１０４条第６項） 
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上記の図は、地役権が承役地を甲地、丙地（膨大な筆数のこともある）、要役地を乙地と

して設定されているような場合、要役地である乙地を乙－１と乙－２に分筆し、乙－２の土

地については地役権者が地役権の消滅を承諾し、乙－２の土地を官公署が取得するケースで

す。 
 
 

このケースですと、改正前は、要役地（乙地）を分筆後、承役地の甲地、

丙地について所用の地役権の変更登記を申請し、その変更登記申請に基づい

て、抹消することとなった要役地地役権の登記を登記官が抹消していました。 

 

その後、乙－２の土地につき、所有権移転登記をしていましたが、このような地役権の変

更登記申請とその登記申請に基づく登記官の抹消の手続きが煩雑なことから立法的解決が

待たれているところでした。 

 

そこで、今回の改正により、要役地（乙地）を分筆する際、乙－２の土地につき地役権者

が地役権の消滅を承諾したような場合、分筆後の乙－２の土地には要役地地役権は転写され

ず、分筆登記完了後、要役地地役権が付いていない乙－２の土地の所有権移転登記ができる

ことになり、今までより手続きが簡素化されました。 

 

また、この場合に乙－１の土地につきましては、支号を設けないで、地番を乙のままとす

ることができるようになり（不動産登記事務取扱手続準則第６７条第１項第５号）、膨大な

筆数になる場合もある承役地の登記事項に触れる必要がないよう、実務的な配慮がなされて

おります。 
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